


（２）たな卸資産の明細 [単位：円]

（３）資産除去債務の明細 [単位：円]

（４）資本金及び資本剰余金の明細 [単位：円]

（５）積立金の明細 [単位：円]

注２）通則法44条１項積立金の増加は、前期の利益処分及び前中長期目標期間繰越積立金から
の振替によるものです。

注１）前中長期目標期間繰越積立金の減少は下記（６）をご参照ください。

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

未成受託研究支出金 83,569,647 138,118,047 － 83,569,647 － 138,118,047
貯蔵品 9,754,851 8,858,653 － 9,754,851 － 8,858,653

計 93,324,498 146,976,700 － 93,324,498 － 146,976,700

期末残高 摘要種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

政府出資金 38,666,145,562 -                     1,872,937,274 36,793,208,288 減少：不要財産の国庫納付

計 38,666,145,562 -                     1,872,937,274 36,793,208,288

資本剰余金－運営費交付金 1,080,000 1,118,944 -                     2,198,944 増加：敷金及び電話加入権の取得

資本剰余金－施設費 9,678,121,068 224,546,418 4,469,850 9,898,197,636
増加：施設整備費補助金による工事
減少：不要財産の国庫納付

資本剰余金－無償譲与 4,320,000 -                     -                     4,320,000

損益外除売却差額相当額 ▲ 1,466,489,229 -                     ▲ 48,435 ▲ 1,466,440,794 減少：前期除却資産修正

計 8,217,031,839 225,665,362 4,421,415 8,438,275,786

損益外減価償却累計額 ▲ 20,544,950,826 ▲ 951,278,325 ▲ 63,647,385 ▲ 21,432,581,766
増加：特定償却資産の償却
減少：不要財産の国庫納付

損益外減損損失累計額 ▲ 29,164,852 ▲ 605,207,097 ▲ 582,503,663 ▲ 51,868,286
増加：損益外減損損失の計上
減損：不要財産の国庫納付

損益外利息費用累計額 ▲ 13,776,448 ▲ 1,102,257 -                     ▲ 14,878,705
増加：特定された除去費用等のうち、
時の経過による資産除去債務の調
整額

差引計 ▲ 12,370,860,287 ▲ 1,331,922,317 ▲ 641,729,633 ▲ 13,061,052,971

資
本
金

資
本
剰
余
金

区分

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

石綿則に基づくもの 30,025,887    676,543        -                 30,702,430    
除去費用等
の特定あり

放射線障害防止法に基づくもの 18,477,145    425,714        -                 18,902,859    同上

計 48,503,032    1,102,257      -                 49,605,289    

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

      18,622,049   1,630,618,734 1,422,390,766 226,850,017

2,092,868,523

741,385,243

18,622,049

1,630,618,734

                 -
通則法44条1項
積立金

     260,513,405 2,111,490,572      2,372,003,977

前中長期目標
期間繰越積立
金

18,622,049

1,630,618,734

1,403,768,717

積立金への振替額

積立金からの振替額

前中長期目標期間繰越積立金
取崩額

当期積立額

国庫納付金の納付

前中長期目標期間繰越積立金
からの振替額

前中長期目標期間繰越積立金
への振替額



（６）目的積立金等の取崩しの明細 [単位：円]
区分 金額 摘要

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 1,403,768,717

前中長期目標期間において自己財源
で取得した固定資産の減価償却費及
び除却相当額の合計額並びに運営費
交付金で取得したたな卸資産、前払
費用及び繰越契約額の費用処理額の
合計額

その他 18,622,049
前中長期目標期間終了時の積立
金への振替額



（７）運営費交付金債務の当期振替額等の明細
　　１）運営費交付金債務の増減の明細 [単位：円]

　　２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細
　　　①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 [単位：円]

　　　②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 [単位：円]

　　３）運営費交付金債務算残高の明細 [単位：円]

運営費交付金
収益

資産見返
運営費交付金

建設仮勘定見返
運営費交付金

資本剰余金 小計

0 12,997,485,000 9,551,905,084 195,070,639 71,690,400 1,118,944 9,819,785,067 3,177,699,933

期末残高期首残高 交付金当期交付額
当期振替額

費用 主な使途

8,549,288,028 8,549,612,413 下記参照

研究事業 8,331,394,671 8,331,719,056 人件費：3,469,648,113、委託費：1,523,086,816、その他：3,338,984,127

情報事業 217,893,357 217,893,357 人件費：122,691,018、委託費：42,376,121、その他：52,826,218

法人共通 -                         -                     

1,002,617,056 978,719,142 人件費：764,318,261、保守費：101,874,983、その他：112,525,898

-                         -                     

9,551,905,084 9,528,331,555

区分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

業務達成基準による振替額

会計基準第８１第４項による
振替額

合計

期間進行進行基準による振替額

振替額 主な使途 振替額 主な使途 振替額 主な使途

研究事業 181,546,879
工具器具備品：155,778,785
その他：25,768,094

71,690,400 建設仮勘定：71,690,400 1,118,944
敷金：1,079,200
電話加入権：39,744

情報事業 1,188,000 工具器具備品：1,188,000 -                -                

法人共通 12,335,760
ソフトウェア：11,772,000
工具器具備品：563,760

-                -                

195,070,639 71,690,400 1,118,944合計

資本剰余金への振替建設仮勘定見返運営費交付金への振替
セグメント

資産見返運営費交付金への振替

業務達成基準を採用し
た業務に係る分

3,159,905,593

○

○

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下
の通りです。

研究事業：3,159,194,463円
情報事業：711,130円

研究事業及び情報事業ともに運営費交付金債務残高の発生理由は、
入札差額が生じたことによる経費の減少、翌年度債務契約の締結等
に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰
り越したものです。(注：運営費交付金の収益化については、自己収入
を優先的に充てることとしています。)

翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、いずれ
も翌事業年度において収益化する予定です。

期間進行基準を採用し
た業務に係る分

-                    ○ 翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

-                    ○ 費用進行基準を採用した業務はない。

その他 17,794,340

○

○

翌事業年度に発生しうる事故、災害等の不測の事態への対応を目的
として運営費交付金を17,794,340円繰り越した。

翌事業年度に前述の目的の他、法人の長の判断により重点事項の実
施等に充当し、全額を収益化する予定である。

計 3,177,699,933

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画



（８）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　１）施設費の明細 [単位：円]

　２）補助金等の明細 [単位：円]

（９）役員及び職員の給与の明細 [単位：千円、人]　　

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

平成26年度 186,301,100 － 181,242,896 5,058,204

平成28年度 43,316,867 － 43,303,522 13,345

計 229,617,967 － 224,546,418 5,071,549

摘要
左の会計処理内訳

区分 当期交付額

支給額 支給人員 支給額 支給人員
(854) (1) -                     -                 

役 員 50,044 3 4,099                1                 
(2,176,606) (636) -                     -                 

職 員 2,363,787 264 192,215 9
(2,177,460) (637) -                     -                 

合 計 2,413,831 267 196,314 10
（注） １．役員に対する報酬等の支給の基準

役員報酬規程及び役員退職手当規程によっております。
２．職員に対する給与の支給の基準

職員給与規程によっております。
３．非常勤職員に対する給与の支給の基準

職員給与規程に準じて支給しております。
４．役員、職員及び非常勤職員の給与の支給人員

５．非常勤の役員又は職員がいる場合の記載方法は、外数として括弧書きで記載しています。
６．非常勤職員及びその他給与については、決算報告書の人件費には含まれておりません。

区分
報酬又は給与 退職手当

年間平均支給人員数によっており、役員については、期末現在の
人数とは異なります。

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

平成2８年度
医療研究開発推進事業費補助金
（ナショナルバイオリソースプロジェクト）

12,982,000 － － － － 12,982,000

平成2８年度

医療研究開発推進事業費補助金
（ナショナルバイオリソースプロジェクト
　ゲノム情報等整備プログラム）

1,350,000 － － － － 1,350,000

計 14,332,000 － － － － 14,332,000

左の会計処理内訳
摘要区分 当期交付額



（10）開示すべきセグメント情報 [単位：円]
研究事業 情報事業 計 法人共通 合計

Ⅰ事業費用、事業収益及び事業損益
事業費用

研究業務費
人件費 4,377,530,095    65,498,206        4,443,028,301    -                     4,443,028,301    
委託費 3,903,568,553    42,376,121        3,945,944,674    -                     3,945,944,674    
水道光熱費 587,583,061      287,522            587,870,583      -                     587,870,583      
減価償却費 1,768,081,979    7,506,206         1,775,588,185    -                     1,775,588,185    
その他 3,258,922,287    24,112,215        3,283,034,502    -                     3,283,034,502    

一般管理費
人件費 118,046,276      57,192,812        175,239,088      764,318,261      939,557,349      
その他 97,315,361        28,027,811        125,343,172      367,782,787      493,125,959      

その他 40,343,823        752                 40,344,575        5,701               40,350,276        
計 14,151,391,435  225,001,645      14,376,393,080  1,132,106,749    15,508,499,829  

事業収益
運営費交付金収益 8,331,394,671    217,893,357      8,549,288,028    1,002,617,056    9,551,905,084    
受託収入 3,267,852,931    849,000            3,268,701,931    -                     3,268,701,931    
事業収益 16,823,869        -                     16,823,869        92,098,622        108,922,491      
その他収益 1,164,038,026    5,806,898         1,169,844,924    58,390,966        1,228,235,890    

計 12,780,109,497  224,549,255      13,004,658,752  1,153,106,644    14,157,765,396  
事業損益 ▲1,371,281,938 ▲452,390        ▲1,371,734,328 20,999,895        ▲1,350,734,433 
Ⅱ臨時損益等

臨時損失 1,080,292         -                     1,080,292         2                     1,080,294         
計 1,080,292         -                     1,080,292         2                     1,080,294         

臨時利益 910,808            69,776             980,584            1                     980,585            
計 910,808            69,776             980,584            1                     980,585            

当期純損益 ▲1,371,451,422 ▲382,614        ▲1,371,834,036 20,999,894        ▲1,350,834,142 
前中長期目標期間繰越積立金取崩額 1,400,488,083    382,614            1,400,870,697    2,898,020         1,403,768,717    
当期総損益 29,036,661        -                     29,036,661        23,897,914        52,934,575        

Ⅲ行政サービス実施コスト
業務費用

損益計算書上の費用 14,152,471,727  225,001,645      14,377,473,372  1,132,106,751    15,509,580,123  
（控除）自己収入 ▲3,299,022,779 ▲849,000        ▲3,299,871,779 ▲22,591,558     ▲3,322,463,337 

業務費用合計 10,853,448,948  224,152,645      11,077,601,593  1,109,515,193    12,187,116,786  
損益外減価償却相当額 892,824,256      28,421,009        921,245,265      29,984,625        951,229,890      
損益外減損損失相当額 605,207,097      -                     605,207,097      -                     605,207,097      
損益外利息費用相当額 -                     -                     -                     1,102,257         1,102,257         
引当外賞与見積額 ▲12,171,999     5,366,506         ▲6,805,493      21,596,089        14,790,596        
引当外退職給付増加見積額 ▲4,473,305      ▲51,995          ▲4,525,300      285,184,064      280,658,764      
機会費用

政府出資の機会費用 -                     -                     -                     16,258,918        16,258,918        
（控除）国庫納付額 ▲412,326        -                     ▲412,326        -                     ▲412,326        
行政サービス実施コスト 12,334,422,671  257,888,165      12,592,310,836  1,463,641,146    14,055,951,982  

Ⅳ総資産
現金及び預金 -                     -                     -                     4,646,467,362    4,646,467,362    
その他流動資産 2,624,962,200    -                     2,624,962,200    -                     2,624,962,200    
建物 12,558,069,358  414,525,557      12,972,594,915  437,331,171      13,409,926,086  
構築物 1,604,131,859    47,149,788        1,651,281,647    48,378,855        1,699,660,502    
機械及び装置 8,355,647         -                     8,355,647         3                     8,355,650         
船舶及び航空機 3                     -                     3                     -                     3                     
車両運搬具 35,684             -                     35,684             2                     35,686             
工具器具備品 3,122,519,989    912,083,845      4,034,603,834    7,943,950         4,042,547,784    
土地 -                     -                     -                     12,541,818,635  12,541,818,635  
建設仮勘定 182,194,770      -                     182,194,770      -                     182,194,770      
その他固定資産 100,339,456      -                     100,339,456      13,843,733        114,183,189      

計 20,200,608,966  1,373,759,190    21,574,368,156  17,695,783,711  39,270,151,867  

②事業の内容
　【研究事業】

　【情報事業】

①事業の種類の区分方法等
　独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグ
メント情報を開示しております。
　なお、前事業年度のセグメント情報を、当事業年度の区分により作成すること及び当事業年度のセグメント情報を、前事業年度の
区分により作成することは実務上困難なため、当該情報については開示を行っておりません。

２．事業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用は、主に一般管理費であります。

３．総資産のうち、法人共通の項目に含めた全社資産は、主に管理部門に係る資産であります。

１．事業の種類の区分方法及び事業の内容等は次のとおりです。

　環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研究、人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼ
す影響に関する研究、環境への負荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調査及び研究（水俣病に関
する総合的な調査及び研究を除く。）事業

　環境の保全に関する国内及び国外の情報（水俣病に関するものを除く。）の収集、整理及び提供事業



（11）科学研究費補助金の明細 　　　 [単位：千円、件]

種　目 当期受入 件　数 摘　要

(223,017)
65,995
(3,200)

960
(10,000)

3,000
(25,160)

7,248
(43,415)
12,824
(64,936)
19,390
(17,423)

5,613
(13,484)

4,059
(10,596)

3,180
(27,779)

8,340
(1,200)

360
(5,822)
1,020
(210)

－
(127,222)

26,102
(350,449)

92,098

16

環境研究総合推進費補助金

注）当期受入には、間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外
数として（　）内に記載しております。なお、当期受入は、年度内の転入・転出及
び分担者への送金等を差引した金額となっております。また、件数については交
付決定件数となっております。

　 新学術領域研究

 　基盤研究（Ｓ）

 　基盤研究（Ａ）

 　基盤研究（Ｂ）

 　基盤研究（Ｃ）

合計

 　挑戦的萌芽研究

2

 　特別研究員奨励費

厚生労働科学研究費補助金

2

8

24

52

34

2

22

 　若手研究（Ａ）

6

 　若手研究（Ｂ）

科学研究費補助金 168

184

14

特別推進研究 1

 　研究活動スタート支援 1



（12）関連公益法人等

　【一般財団法人地球・人間環境フォーラム】
　　１）関連公益法人等の概要

　　２）関連公益法人等の財務状況 [単位：円]

　　３）関連公益法人等の基本財産の状況      [単位：円]

　　４）関連公益法人等との取引の状況
　　　①関連公益法人等に対する債権債務の明細      [単位：円]

　　　②関連公益法人等に対する債務保証の明細      [単位：円]

名称 資産 負債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額
一般財団法人地球・
人間環境フォーラム

855,958,685 29,945,990 826,012,695 265,527,763 321,396,353 ▲ 55,868,590

名称
基本財産に対する

出えん、拠出、寄付等
当事業年度において負担した

会費、負担金等

一般財団法人地球・人間環境フォーラム 該当なし 該当なし

科目名 金額 科目名 金額

一般財団法人地球・人間環境フォーラム － － 未払金 132,633,248

名称
債権 債務

名称 債務保証額 摘要

一般財団法人地球・人間環境フォーラム 該当なし

A B C=A-B D E=C+D

265,527,763 -             265,527,763 321,508,185 291,137,313 30,370,872 -                 ▲ 55,980,422 298,493,117 242,512,695

F G H=F-G I J=H+I K=E+J

-              -             -              -                 - 583,500,000 583,500,000 826,012,695

指定正味財産
期末残高

収益 費用等収益の内訳

受取補
助金等

その他
の収益

正味財産
期末残高

指定正味財産増減の部

当期
増減額

一般正味
財産期末

残高
費用

一般正味
財産期首

残高
収益の内訳

受取補
助金等

その他
の収益

指定正味財産
期首残高

一般正味財産増減の部

費用の内訳

事業費 管理費
その他
の費用

当期
増減額

収益

名称 業務の概要 独立行政法人との関係

理事
岡崎　洋 炭谷　茂 平野　喬
坂本　有希 上野川　智子 萩原　富司
三橋　規宏 鷲田　伸明

監事
島崎　俊和

○関連公益法人等と当法人の取引の関連図

役員の氏名

一般財団法人地球・人
間環境フォーラム

内外の環境問題に関す
る科学的な調査研究の
実施等

研究業務等の委託

国立研究開発法人国立環境研究所 一般財団法人地球・人間環境フォーラム研究業務等の委託



　　　③関連公益法人等の事業収入の金額のうち
　　　   当法人の発注等に係る金額及びその割合     [単位：円、％]

注）当法人発注等に係る金額の契約形態別内訳    [単位：円、％]

名称 事業収入の金額
当法人発注等
に係る金額

割合

一般財団法人地球・人間環境フォーラム 265,527,763 171,638,374 65%

契約形態 金額 割合

競争契約 167,459,708 97.6%
企画競争・公募 － －
競争性のない随意契約 － －
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